
「届出氏名・フリガナ・届出住所」はご請求者様の内容と同じ ※調査対象者の生年月日のみご記入ください。

フリガナ フリガナ

届出氏名 旧氏名※2
(旧社名・商号)

生年月日
(法人等の場合は設立年月日)

西暦 大正 昭和 平成 令和 年 月 日

届出住所

〒 － 電話番号
(左詰め) － －

その他届出住所
※3

〒 － 電話番号
(左詰め) － －

調査対象とする
貯金等の種類

通常貯金 定額・定期貯金（担保定額・定額貯金を含む。） 国債

投資信託 振替口座 その他（ ）

お手持ちの貯金等
の記号番号
※4

① 記号 － 番号

② 記号 － 番号

おところ

〒 －

フリガナ
ご
請
求
印おなまえ 様

日中ご連絡先
電話番号(左詰め) － －

調査対象者との
ご関係

本人 代理人 相続人 親権者

その他（ ）
請求理由

紛失 相続

その他

貯金等照会書

１．ご請求者

２．調査対象者 ※ 調査は、当行における調査実施日時点(原則受付日の2～3日後)で未解約のものが対象です。

※1 残高証明が必要な場合は料金引落口座（通常貯金または通常貯蓄貯金に限る）のお届け印を押してください。

※2 旧姓等、届出氏名と異なる名義を使用されていた可能性がある場合にご記入ください。
※3 転居、改称、区画整理等、届出住所と異なる表記でお届けされている可能性がある場合にご記入ください（足りない場合は裏面もご利用ください。）。
※4 調査対象とした貯金の種類で、現在お手持ちの通帳又は証書があれば、記号番号をご記入ください。

貯金事務ｾﾝﾀｰ整理番号A
両面印刷

市 区

町 村

都 道

府 県

※1

都 道

府 県

都 道

府 県

裏 面 も ご 記 入 く だ さ い 。

調査対象者欄の記入内容に基づき、調査対象者名義の貯金等の預け入れの有無および貯金通帳等の記号番号を調査してください。
（独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構が管理している郵便貯金については、同機構に調査を請求します。）



フリガナ

届出氏名

預入年月 西暦 昭和 平成 令和 年 月 ～ 年 月頃

預入取扱局 局（店） 預入金額(右詰め) 円

＜取扱店使用欄＞

確認
書類

請求人
証明書類
の添付

有

無

(無の場合)
・証明書類（ ）
・発行者名（ ）
・発行番号（ ）
※ 相続の場合の確認書類
戸籍謄本
法定相続情報一覧図の写し
その他（ ）

端末入力 種目（９５）入力 ※相続における支払停止の場合に入力

備 考

調査日・期間
の指定

※ 受付日から
１０年以内を

ご指定可能です。

不要

①調査日指定 西暦 平成 令和 年 月 日

②調査期間指定
(自)  西暦 平成 令和 年 月 日

～(至) 西暦 平成 令和 年 月 日

指定理由

残高証明書の
発行要否※5

不要

発行通数 通

西暦 平成 令和 年 月 日

発行料金の引落し口座
の記号番号※6 記号 － 番号

時価評価額の表示の
有無※7

基準価額に基づき計算した時価評価額の表示を希望

解約価額に基づき計算した時価評価額の表示を希望

３．調査内容等

別名で届出されている場合のみご記入ください

※5 証明書の発行には、１通につき1,100円の料金がかかります。 ※6 通常貯金または通常貯蓄貯金に限ります。
※7 投資信託の残高証明書の発行を希望する場合に限り、ご記入ください。

日附印

検査 受付

（取扱郵便局・取扱店→受持貯金事務センター） 【規程Naviｺｰﾄﾞ 50319 改正年月日 2024.1.4】

死亡年月日 西暦 昭和 平成 令和 年 月 日

※ 調査日・期間の指定を「不要」とした場合は、調査実施日時点（原則受付日の2～3日後）で調査します。

名義人がお亡くなりになられている場合のみご記入ください

※ 雅号やペンネーム、法人名の一部を略して使用している場合などにご記入ください。

その他届出住所

〒 － 電話番号
(左詰め) － －

〒 － 電話番号
(左詰め) － －

その他届出住所が３件以上ある場合にご記入ください

表面に記載が
できない場合
に、ご記入く
ださい。

預入時の状況が分かる場合のみ、わかる範囲でご記入ください

都 道

府 県

都 道

府 県

４．その他（以下、必要な場合のみご記入ください）

証明日付
（指定する場合のみご記入ください。）

※8 民営化前に預入された貯金について貯金の調査を行う
場合は、ご指定の期間（10年以内）を超えて調査を行
います。その場合、通常のお手続きよりも、回答にお
時間をいただきますので、あらかじめご了承ください。

※８



ご記入にあたってのご注意 





１ 現時点（貯金事務センターで照会書を受け付けた日）で貯金が存在するかを知りたい。 

（残高証明書の発行は不要） 

 ⇒「調査日・期間の指定」、「残高証明書の発行要否」の「不要」にチェックを記入。

２ 現時点（貯金事務センターで照会書を受け付けた日）で貯金が存在するか知りたい。 

また、存在する場合、現時点での残高証明書の発行も必要。

３ 過去日に貯金が存在するか知りたい。（残高証明書は不要） 

  例 2020.1.10 時点での貯金を調査したい。 

４ 過去日に貯金が存在するか知りたい。また、存在する場合、その時点での残高証明書の発行も必要。 

  例 2020.1.10 時点での貯金を調査し、2020.1.10 時点での残高証明書の発行が必要 

５ 過去の一定期間に貯金が存在するか知りたい。（残高証明書は不要） 

  例 2020.1.10～10.10 時点で貯金が存在するかを調査したい 

６ 過去の一定期間に貯金が存在するか知りたい。また、存在する場合、その時点での残高証明書の発行も必要。 

例 2020.1.10～10.10 の期間内で貯金が存在するかを調査し、 

2020.10.10時点での残高証明書の発行が必要

ご記入にあたってのご注意（調査日等の指定） 

2 0 2 0  0 1  1 0 

１ 

レ 

1 0 0 0 0    1 2 3 4 5 6 7 8 

相続貯金確認のため 

レ 

2 0 2 0  0 1  1 0 
レ 

相続貯金確認のため

2 0 2 3  0 1  1 7 

残高証明が必要な場合は、必ず、

証明日をご記載ください。 

調査日は受付日から 10 年以内の

日付を指定してください。

調査期間は、受付日から 10 年

以内の期間を指定してくださ

い。

レ 

レ 

2 0 2 0  0 1  1 0 レ 

相続貯金確認のため 

１ 

1 0 0 0 0    1 2 3 4 5 6 7 8 

2 0 2 0  0 1  1 0 レ 

2 0 2 0  1 0  1 0 

レ 

レ 

2 0 2 0  0 1  1 0 
レ 

相続貯金確認のため

2 0 2 0  1 0  1 0 

レ 

レ 

１ 

1 0 0 0 0    1 2 3 4 5 6 7 8 

2 0 2 0  1 0  1 0 レ 


